
弥富市事務事業評価シート　平成30年度実施事業対象
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年度 ～ 年度

29 年度 30 年度 ※ 年度 30 年度 29 年度 30 年度 ※ 年度 30 年度

款 4 項 1 目 6

人 人 人

個別計画
根拠法令等 母子保健法

母子保健の充実

事業の
目的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

妊娠、出産から児童生徒、思春期に至るま
でのライフステージにある市民

１．妊娠・出産に対する安全性の確保及び不妊治療への経済支援を行なうことで、出生率向上に寄与します。
２．全ての子どもが、心身共に健やかに育つための健診事業、相談事業及び発達支援を行ないます。
３．育児不安の軽減と虐待予防対策を行ないます。

Ｄ
Ｏ

衛生費 保健衛生費

千円

千円

平成31年6月18日

シート作成者名担当課長名 飯田宏基

平成

公的関与

事業運営方法

事務事業名 母子保健事業

保健指導

細事務事業名 母子保健事業

石川江美

シート作成日

１ 直営

政策目標

２ 一部委託

実施計画

３ 全部委託

４ 補助等

事業の開始・終了

期間設定なし

事業区分
１ ソフト事業

２ 施設の建設

３ 整備事業

４ 経常的事務事業

グループ健康推進課

５ 施設の管理運営

千円

事業の
内容

予算費目 会　　計 一般会計

人件費
（Ｂ）

直
接
事
業
費

千円

千円

千円

千円

人

千円

0

0

0

人

2,168 千円

26,751

千円79,682

千円

千円

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

80,601

乳幼児健康診査受診率

課名

総合計画 １ 該当

２ 非該当

３ 健やかでやさしいやとみ

健康づくり・医療体制の充実施策項目

主要施策

千円

千円

千円

千円

1.355

計（Ａ）

254

49,229

50,638

1.355

26,876

2,168臨時職員工数･経費

国・県支出金

地方債

その他特定財源

平成

一般財源

3.877

目
標 ※

673

49,429

51,682

人3.895

100

千円 1,580

年度決算額29 年度決算額

千円

千円

正職員工数･経費

千円

99.7

※

目標平成平成

指標設
定の考
え方

平成

100

実
績

目
標

一般不妊治療費助成、母子健康手帳交付、妊産婦健康等診査、こんにちは赤ちゃん訪問事業、乳幼児健康診査（４ケ月、１歳６ケ月、３歳）、乳幼児健康教育（離乳食、１歳児、健
診事後）、歯科健康診査（妊娠、２歳児）、育児相談、栄養相談、歯科相談、家庭訪問

単
位

％

②

指標名

目
標

実
績

98.5

目
標

目標平成

指標設
定の考
え方

単
位

平成 平成 平成

目
標

実
績 目

標 ※

千円

平成 30 平成

目
標

千円

1,155

成
果
指
標

①
平成

千円

千円

※ 年度予算額

保健事業費

※

乳幼児の疾病早期発見、健康の保持増進のため乳
幼児健康診査の受診率を指標とします。
健診受診者（４ケ月、１．６歳、３歳）

指標名

実
績

目
標
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4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価

必要性

備考

課題解決
のための
改善計画

廃止/休止

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

一次評価の説明
母子の健康確保に向け行なう重
要な事業です。

少子化が進む中、次世代の子ど
もが健やかに生まれ育つための
環境をつくります。

年度により受診率のばらつきが
あるものの、未受診者へのフォ
ローは実施しており、概ね目標を
達成しています。

二次評価

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられる。または、近隣自治体と比較して
　　ニーズを上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は少ない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性がない。

チェック項目 一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．目標設定に対して十分に目標を達成している。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

有
効
性

達
成
度

現状維持
34

１．効果に比べてコストが高い。

必
要
性

効
率
性

３．目標設定に対して概ね目標を達成している。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っている。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていない。

評価点

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4 4

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

達成度有効性
4

民間委託等

効率性 総合評価

現状維持
4Ａ

拡大・充実

二次評価

育児相談、栄養相談等による多
種多様な対応が必要となってき
ています。

育児や発達等について、家庭訪問・電話相談などによる極め細やかなフォロー
や、一貫性のある子育て支援事業を提供するためのマネジメントを行なう必要が
あります。

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

拡大・充実

統合/終期設定

方法改善

廃止/休止

・子育て世代の包括的な相談窓口となる「子育て世代包括支援センター」の設置
に向けて先進市の状況を調査し、新庁舎完成後に施設・機能を備えられるよう準
備をする必要があります。
・市民の多様化するニーズに応えるため、きめ細かな一貫したサービスが必要で
あり、次世代の子どもの成長に資するために、他の部署とより一層の連携を図り
ながら、引き続き様々な施策を講ずる必要があります。

二次評価での指摘事項（部長の総括意見）

各種研修等の参加により、専門スタッフのさらなる知識取得に取り組みます。
令和2年度より、妊娠期から子育て期の子育て支援事業が切れ目なく提供される
ようマネジメントを行う子育て世代包括支援センターを開設します。

縮小 統合/終期設定

民間委託等

達成度
3

効率性
4 Ａ

方法改善

総合評価必要性 有効性

 目標に比べて劣っている 

 あまり上がっていない 

 概ね達成している 

 十分達成している  

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 目標に比べて劣っている 

 あまり上がっていない 

 概ね達成している 

 十分達成している  
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